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特定非営利活動法人鳳雛塾 

 

2022年度（R4）通常総会 式次第 
 

 

 

 

1． 開会挨拶 

 

2． 定足数の確認 

 

3． 議長選出 

 

4． 議事録署名人選出 

 

5． 書記選出 

 

6． 議案審議 

１） 第１号議案 2021（R3）年度事業報告の件 

２） 第２号議案 2021（R3）年度収支決算の件 

３） 第３号議案 2021（R3）年度監査報告の件 

４） 第４号議案 2022（R4）年度事業計画の件 

５） 第５号議案 定款変更の件 

６） 第６号議案 新規拠点（物件賃貸）の件 

７） 第７号議案 理事 1名増員の件 

８） 第８号議案 2022（R4）年度収支予算の件 

 

 

7． 事務局からの連絡事項等 

    

8． その他 

 

9．  閉会 
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ごあいさつ 

 

ＮＰＯ法人鳳雛塾は、2005年（平成 17年）3月 31日に設立総会（第１回総会）を開催し、同年６月 22

日に法人登記しました。ＮＰＯの設立から丸 17 年、当法人の前身でありますＳＡＧＡベンチャービジネス

協議会を創立した 1997年 11月から通算しますと今年で 25年目を迎えております。設立以来、一貫し

て起業家精神をはぐくむ人材育成活動を通して、佐賀県地域経済活性化のために尽力してまいりまし

た。こうした活動が継続できておりますのも皆様方のご尽力のお蔭と感謝申し上げるとともに、個人会員な

らびに団体賛助会員皆様方の温かいご支援、ご協力のものと心より感謝申し上げます。 

 

さて、昨年度の活動につきましては、「起業家精神を養うための教育（起業家教育）」事業を積極的に展

開し、小学生から中学生、高校生、専門学校生、短大生、大学生そして社会人に至るまでのフルライン

ナップの起業家教育プログラムを展開し、キャリア教育コーディネーターとしては国内でも類を見ない、す

べてのステージにおいて起業家精神を持ち備えるための人材育成事業に取り組むことが出来ました。 

特に佐賀市を中心に取り組んできましたキャリア教育事業は、前年度に引き続き、佐賀市経済部商業振

興課から「令和３年度体験型起業家育成教育推進事業」を佐賀市経済部工業振興課から「起業家育

成支援事業」を受託しました。 

佐賀大学では(株)オプティムと共同で「がばいベンチャー」西九州大学では社会人基礎力講座と幅広い

地域かつ年代にその実績が拡大しています。 

また、佐賀県さが創生推進課からの委託事業「佐賀さいこう！企画甲子園」および佐賀県こども未来課

『子どもたちの体験活動「志 taiken」支援事業』による「SAGA 動画アカデミー」を実施いたしました。二年

目の受託事業としては佐賀市経済部工業進課より「佐賀市ビジネスプランコンテスト」と佐賀県企画部よ

り「薩長土肥青少年交流事業」を受託しました。 

 

資金面においては佐賀県の「ふるさと納税 NPO支援」の活用により多くの支援を頂くことができました。 

 

 今年度につきましては、これまでと同様、小中学生のキャリア教育事業につきましては佐賀市経済部商

業振興課の支援および佐賀県教育委員会からのご協力を頂きます。高校生・大学生向け起業家育成

支援においては佐賀市経済部工業振興課から支援を頂きます。佐賀大学をはじめ西九州大学など高

等教育機関でのキャリア教育事業も充実していく所存です。また、佐賀県からの委託事業などを通し、産

学官の強固な連携を構築しながら「すべての人たちに起業家精神を！」、「つながりの中で育む教育」を

ミッションとして掲げ、地域の人たちをつなぐコーディネーターとして事業に取り組んでいく所存です。皆様

方の暖かいご支援、ご指導をよろしくお願いいたします。 

 

理事長 飯盛 義徳 
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第１号議案 2021（R3）年度事業報告の件 

 

【事業実施期間】 2021（R3）年４月１日～2022（R4）年 3月 31日 

 

【事業の成果】 

 2021（R3）年度は、佐賀県内の子どもたち（小・中・高校生・専門学校生、短大生、大学生）向けに起

業家精神を養成することを目的としたキャリア教育事業を例年同様の主力事業として実施しました。 

そのほか活動の拠点としている佐賀大学を中心とした産学官連携推進事業や地域活性化事業などにつ

いては、他機関と密接な連携を構築しながら事業を展開してきました。これらの事業については、佐賀市

をはじめ、佐賀県などの地方公共団体より支援を受けながら実施しました。 

なお、2021（R3）年度に実施した事業は以下の通りです。 

 

１．特定非営利活動に関する事業 

事業名 
定款上の 

事業項目 
事業内容 

実施 

時期 

実施 

場所 

対象者 

（収益） 

① 鳳雛塾

事業 

人材育成事業 

普及啓発事業 

研究開発事業 

情報発信事業 

第２１期鳳雛塾の実施 ’21年 8月 

～ 

’2１年１２月 

佐賀市 大学生 

社会人 

ほか 

(128,000円) 

② キャリ

ア教育

事業 

人材育成事業 

普及啓発事業 

研究開発事業 

情報発信事業 

小学生･中学生･高校

生、専門学校生・短大

生・大学生向け起業家

精神涵養教育（キャリア

教育）の実施 

’21年 4月 

～ 

’22年 3月 

佐賀市 

小城市 

神埼市 

他 

小学生 

中学生 

高校生 

短大生 

大学生 等 

(6,125,836円) 

③ 地域情

報化推

進事業 

人材育成事業 

普及啓発事業 

情報発信事業 

地域情報化、地域活性

化のための活動 

’21年 4月 

～ 

’22年 3月 

佐賀市 社会人 

先生等 

(0円) 

④ 産学官

連携推

進事業 

各種相談・調

査事業 

普及啓発事業 

情報発信事業 

佐賀県や佐賀大学等が

主催する事業への後援

や協力を実施 

 

’21年 4月 

～ 

’22年 3月 

佐賀市 社会人 

学生 

地域住民等 

(14,554,793円) 

⑤ その他

の事業 

各種相談・調

査事業 

情報発信事業 

事業ＰＲや大学生向け

の各種支援活動を実施 

’21年 4月 

～ 

’22年 3月 

佐賀市 学生 

地域住民等 

(62,804,199円) 
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特定非営利活動の受託事業など 

事業

区分 

事業名 

（委託元） 

委託金額 

(会計区分) 

備考 

② 

令和 3 年度体験型起業家育成教育推進事

業 

（佐賀市経済部商業振興課） 

2,000,000円 

（収益事業） 

小中のキャリア教育 

② 
起業家育成支援事業 

（佐賀市経済部工業振興課） 

3,000,000円 

（収益事業） 

高校/大学/社会人対象 

④ 
第 5回佐賀さいこう！企画甲子園 

（佐賀県さが創生推進課） 

6,950,753円 

（収益事業） 

高校生対象 

④ 
佐賀市ビジネスプランコンテスト 

（佐賀市経済部工業振興課） 

4,000,000円 

（収益事業） 

社会人対象 

④ 

薩長土肥青少年交流事業 

（薩長土肥同盟推進協議会（佐賀県政策

課）） 

462,000円 

（収益事業） 

（1,517,000） 

コロナの為中止 

準備のための一部入金 

高校生対象 

④ 
Dx21佐賀県市町 

（佐賀県政策課） 

1,485,000円 

（収益事業） 

県市町職員対象 

② 

脊振中起業家事業 80,000円 

（収益事業） 

（その他委託） 

中学対象 

② 

西九州大学講師 

（永原学園） 

 

（収益事業） 

（その他委託） 

大学生対象 

5 学部の一年生対象に

社会人基礎力講座を各

2 コマ 

② 

小城中起業家授業 

（小城中学校育友会） 

300,000円 

（収益事業） 

（その他委託） 

中学生対象 

二年生を対象に地域活

性化プランニングの授業

コーディネート 

④ 

アカデミー事業 

（佐賀県こども未来課） 

500,000円 

（補助金） 

（非収益事業） 

小、中学生対象 

⑥  

ふるさと納税事業 

（佐賀県県民協働課） 

62,244,500円 

（交付金） 

（非収益事業） 

 

⑤他 講師委員活動 （非収益事業）  

 

＜講師委員活動の詳細＞ 

講師謝金 

マナー講座  中学校 9校 

附属中    30,000円   思斉中 33,000円  城西中 33,000円  諸富中 33,000円 

鹿島西部中 33,000円×２ 大和中 33,000円    昭栄中 33,000円    芦刈中 30,000円 

千代田中   33,000円 

 

講師謝金 高校 2校 

佐賀商業 9,250円   牛津高校 21,886円 

委員手当 

佐賀市教育委員会評価委員会 11,260円 

大町町教育委員会評価委員会 10,602円 

佐賀市市民総参加子ども育成運動推進委員会    5,240円 
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その他 

オプティムバンクテクノロジの県職員研修サポート 110,000円 

（７）その他 

①賛助会員会費収入（200,000円） 

佐賀銀行営業企画部        200,000円 

 

 

＜ふるさと納税事業の詳細＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2021年 

4月 1,765,000 

5月 2,735,000 

6月 4,640,000 

7月 2,545,000 

8月 3,535,000 

9月 3,975,000 

10月 5,720,000 

11月 6,330,000 

12月 32,145,000 

1月 2,025,000 

2月 1,315,000 

3月 1,380,000 

合計 66,730,000 
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第２号議案 2021（R3）年度収支決算の件 
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第３号議案 2021（R3）年度監査報告の件 
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第４号議案 2022（R4）年度事業計画の件 

 

【事業実施の方針】 

2022 年度の事業につきましても、当法人の主力事業となる起業家教育事業を核に、「すべての人たち

に起業家精神を！」「つながりの中で育む教育」を目標に掲げ、事業を実施する方針です。 

収益源としてもふるさと納税 NPO 支援を活用します。佐賀市と連携した小中高生向け起業家教育（キャ

リア教育）、大学生社会人向けのビジネススクールの土台を固めながら、昨年受託した佐賀県市町職員

向けの研究会をはじめ社会人向けの事業の積極的に展開を図っていきます。 

 

【事業の実施に関する事項】 

１．特定非営利活動に関する事業 

事業名 
定款上の 

事業項目 

事業内容 

（詳細後記） 

実施 

時期 

実施 

場所 
対象者 

鳳雛塾 

事業 

 

人材育成事業 

普及啓発事業 

研究開発事業 

情報発信事業 

大学生･社会人向けビジ

ネススクール（ケースメソ

ッド）の開催 

第 21期鳳雛塾 

‘22年 4

月～ 

‘23年 3

月 

佐 賀

市 

社会人

お よ び

大学生 

キャリア教育 

事業 

人材育成事業 

普及啓発事業 

研究開発事業 

情報発信事業 

小学生･中学生･高校生

向け起業家精神涵養教

育（キャリア教育）の実施 
‘22年 4

月～ 

‘23年 3

月 

佐 賀

県内 

小学生 

中学生 

高校生 

専修学

校生 

先生 

社会人

等 

短期大学、大学での起業

家精神涵養教育の実施 

企業等向けキャリア支援

事業 

地域情報化推進

事業 

人材育成事業 

普及啓発事業 

情報発信事業 

佐賀県および関連団体等

が主催する「地域情報化

推進活動」等への協力 

‘22年 4

月～ 

‘23年 3

月 

佐 賀

県内 

社会人 

学生等 

産学官連携推進

事業 

各種相談・調査

事業 

普及啓発事業 

情報発信事業 

佐賀県や佐賀大学等が

主催する事業への後援や

協力を実施 

‘22年 4

月～ 

‘23年 3

月 

佐 賀

市 

社会人 

学生 

地域住

民等 

創業支援 

事業 

社会人向けの創

業支援 佐賀市が主催するビジネ

スプランコンテストの運営 

‘22年 4

月～ 

‘23年 3

月 

佐 賀

市 

社会人 

学生等 

その他の 

事業 

各種相談・調査

事業 

情報発信事業 

事業ＰＲや広報活動、大

学生向けの各種支援活

動を実施 

‘22年 4

月～ 

‘23年 3

月 

佐 賀

市 

学生 

地域住

民等 
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<具体的な事業内容> 

事業名 

（委託元） 

委託金額 

(会計区分) 

 

令和 4年度体験型起業家育成教育推進事業 

（佐賀市経済部商業振興課） 

2,000,000円 

（収益事業） 

小中のキャリア教育 

起業家育成支援事業 

（佐賀市経済部工業振興課） 

3,000,000円 

（収益事業） 

高校/大学/社会人対象 

第 6回佐賀さいこう！企画甲子園 

（佐賀県さが創生推進課） 

6,950,753円 

（収益事業） 

高校生対象 

佐賀市創業気運醸成事業 

（佐賀市経済部工業振興課） 

4,100,000円 

（収益事業） 

社会人対象 

薩長土肥青少年交流事業 

（薩長土肥同盟推進協議会（佐賀県政策課）） 

1,517,000円 

（収益事業） 

 

高校生対象 

Dx21佐賀県市町 

（佐賀県政策課） 

1,485,000円 

（収益事業） 

県市町職員対象 

脊振中起業家事業 80,000円 

（収益事業） 

（その他委託） 

中学対象 

西九州大学講師 

（永原学園） 

115,700円 

（収益事業） 

（その他委託） 

大学生対象 

5学部の一年生対象に社会人

基礎力講座を各 2 コマ 

小城中起業家授業 

（小城中学校育友会） 

300,000円 

（収益事業） 

（その他委託） 

中学生対象 

二年生を対象に地域活性化

プランニングの授業コーディネ

ート 

ふるさと納税事業 

（佐賀県県民協働課） 

54,500,000円 

（交付金） 

（非収益事業） 

 

講師委員活動 389,998円 

（非収益事業） 
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第５号議案 定款変更の件 

 

1. 変更の理由 

当法人は経営環境の変化に的確に対応し、当法人のミッション実現のために新たな拠点（物件賃貸）

を設け、特定非営利活動の幅を広げるとともに、またこれまでの特定非営利活動以外にその他事業も行

うことで持続的な当法人の運営に努めます。また、総会、理事会におきましても昨今の新型コロナウィル

ス感染症などの外出規制にも対応できるよう、オンラインによる参加などで柔軟に開催できるようにも努

めます。 

 これに伴い、定款の目的の表現の一部を変更し、その他事業の新設、みなし総会による決議を含めた

柔軟な会の開催ができるような変更を行います。 

 なお、本定款変更につきましては、本総会の決議事項を県より定款変更認証書の交付された時をもっ

て効力が発生するものといたします。 

 

２. 変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。 
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特定非営利活動法人鳳雛塾 定款案 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

第 2 章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、佐賀県内外において、自ら学び、自ら考え、自

ら行動する力と人とつながる力を有した人材を育成し、起業家

精神を醸成するとともにベンチャー企業・新事業等創出及び地

域情報活性化のための環境構築を図るために、これらに関わる

産学官関係者及び一般社会人や地域住民の人々に対して、活動

の普及啓発、人材育成、各種相談・調査、研究開発、情報収

集・発信・交流等に関する事業を行い、地域、教育、産業の発

展に寄与することを目的とする。 

 

（事業） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、次の事業を行

う。 

  (１)特定非営利活動に係る事業 

① 人材育成事業 

② 普及啓発事業 

③ 各種相談・調査事業 

④ 研究開発事業 

⑤ 情報発信事業 

⑥ その他 第３条の目的を達成するために必要とされる事業 

 

  (２)その他の事業 

   ①  コンサルティング、運営・管理事業 

    ② 広告宣伝に関する事業 

③ 不動産賃貸に関する事業 

 

第 2 章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、佐賀県内外における起業家精神の発揮とベンチ

ャー企業・新事業等創出及び地域情報活性化のための環境構築

を図るために、これらに関わる産学官関係者及び一般社会人や

地域住民の人々に対して、人材育成、各種相談・調査、研究開

発、情報収集・発信・交流等に関する事業を行い、地域経済界

及び教育界の発展に寄与することを目的とする。 

 

 

 

（事業） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、次の特定非営利

活動に係る事業を行う。 

(1) 人材育成事業 

(2) 普及啓発事業 

(3) 各種相談・調査事業 

(4) 研究開発事業 

(5) 情報発信事業 

(6) その他 第３条の目的を達成するために必要とされる事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

（変更） 

（変更） 

（変更） 

（変更） 

（変更） 

（変更） 

 

 

（新設） 
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特定非営利活動法人鳳雛塾 定款案 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

２ 前項第２号に掲げる事業は、同項第１号に掲げる事業に支障が

ない限り行うものとし、利益を生じた場合は、同項第１号に掲げ

る事業に充てるものとする。 

 

第３章 会員 

（略） 

（入会金及び会費） 

第８条 会員は、社員総会において別に定める入会金及び会費を納入

しなければならない。 

（略） 

（除名） 

第 11 条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、社員総会の

議決により、これを除名することができる。この場合、その会

員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

（略） 

 

（選任等） 

第 14 条 理事及び監事は、社員総会において選任する。 

（略） 

（職務） 

第 15 条  理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

（略） 

５  監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1)  理事の業務執行の状況を監査すること。 

(2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産

に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

 

 

 

 

第３章 会員 

（略） 

（入会金及び会費） 

第８条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しな

ければならない。 

（略） 

（除名） 

第 11 条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決

により、これを除名することができる。この場合、その会員に

対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

（略） 

 

（選任等） 

第 14 条 理事及び監事は、総会において選任する。 

（略） 

（職務） 

第 15 条  理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

（略） 

５  監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1)  理事の業務執行の状況を監査すること。 

(2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産

に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

（変更） 
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特定非営利活動法人鳳雛塾 定款案 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

実があることを発見した場合には、これを社員総会又は所轄

庁に報告すること。 

(4)  前号の報告をするため必要がある場合には、社員総会を招

集すること。 

 

（任期等） 

第 16 条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合

には、任期の末日後最初の社員総会が終結するまでその任期を

伸長する。 

（略） 

（解任） 

第 18 条  役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、社員総会の

議決により、これを解任することができる。この場合、その役

員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなければならない。 

（略） 

（報酬等） 

第 19 条  役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けるこ

とができる。 

（略） 

３  前２項に関し必要な事項は、社員総会の議決を経て、理事長が

別に定める。 

 

第５章 社員総会 

（種別） 

第 21条 この法人の社員総会は、通常社員総会及び臨時社員総会の

２種とする。 

実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に

報告すること。 

(4)  前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集す

ること。 

 

（任期等） 

第 16 条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合

には、任期の末日後最初の総会が終結するまでその任期を伸長

する。 

（略） 

（解任） 

第 18 条  役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決

により、これを解任することができる。この場合、その役員に

対し、議決する前に弁明の機会を与えなければならない。 

（略） 

（報酬等） 

第 19 条  役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けるこ

とができる。 

（略） 

３  前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に

定める。 

 

第５章 総会 

（種別） 

第 21条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 

 

（変更） 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

（変更） 

 

（変更） 
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特定非営利活動法人鳳雛塾 定款案 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

（構成） 

第 22条  社員総会は、正会員をもって構成する。 

（権能） 

第 23条  社員総会は、以下の事項について議決する。 

（略） 

(8)  借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を

除く。第 49 条において同じ。）その他新たな義務の負担及び権利の

放棄 

  (9)  事務局の組織及び運営 

(10) その他運営に関する重要事項 

（開催） 

第 24条  通常社員総会は、毎事業年度１回開催する。 

２  臨時社員総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（略） 

（招集） 

第 25条  社員総会は、第 24条第２項第３号の場合を除き、理事長

が招集する。 

２  理事長は、第 24条第２項第１号及び第２号の規定による請求が

あったときは、その日から３０日以内に臨時社員総会を招集しな

ければならない。 

３  社員総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議

事項を記載した書面又は電子メールをもって、少なくとも５日前

までに通知しなければならない。 

（議長） 

第 26条  社員総会の議長は、その社員総会において、出席した正会

員の中から選出する。 

 

（構成） 

第 22条  総会は、正会員をもって構成する。 

（権能） 

第 23条  総会は、以下の事項について議決する。 

（略） 

(8)  借入金（1 年以内の短期借入金を除く。第 49 条において同

じ。）その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

 

(9) その他運営に関する重要事項 

 

（開催） 

第 24条  通常総会は、毎事業年度１回開催する。 

２  臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（略） 

（招集） 

第 25条  総会は、第 24条第２項第３号の場合を除き、理事長が招

集する。 

２  理事長は、第 24条第２項第１号及び第２号の規定による請求が

あったときは、その日から３０日以内に臨時総会を招集しなけれ

ばならない。 

３  総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項

を記載した書面又は電子メールをもって、少なくとも５日前まで

に通知しなければならない。 

（議長） 

第 26条  総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中か

ら選出する。 

 

 

（変更） 

 

（変更） 

 

（変更） 

 

 

（新設） 

（変更） 

 

（変更） 

（変更） 

 

 

（変更） 

 

 

（変更） 

 

（変更） 

 

 

 

（変更） 
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特定非営利活動法人鳳雛塾 定款案 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

（定足数） 

第 27条 社員総会は、正会員総数の３分の１以上の出席がなければ

開会することができない。 

（議決） 

第 28 条 社員総会における議決事項は、第 25 条第３項の規定によ

ってあらかじめ通知した事項とする。 

２ 社員総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した

正会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

３ 理事又は正会員が社員総会の目的である事項について提案した

場合において、正会員の全員が書面により同意の意思表示をした

ときは、当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものと

みなす。 

 

（表決権等） 

第 29条 各正会員の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため社員総会に出席できない正会員は、オ

ンライン会議システム（web会議システム）を通じて出席できるほ

か、あらかじめ通知された事項について書面又は電子メールをも

って表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任すること

ができる。 

３  前項の規定により表決した正会員は、第 27条、第 28条第２項、

第 30 条第１項第２号及び第 50 条の適用については、社員総会に

出席したものとみなす。 

４ 社員総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、

その議事の議決に加わることができない。 

 

（定足数） 

第 27条 総会は、正会員総数の３分の１以上の出席がなければ開会

することができない。 

（議決） 

第 28 条 総会における議決事項は、第 25 条第３項の規定によって

あらかじめ通知した事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会

員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

 

 

 

 

 

（表決権等） 

第 29 条 各正会員の表決権は、平等なるものとする。 

２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらか

じめ通知された事項について書面又は電子メールをもって表決

し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができ

る。 

３  前項の規定により表決した正会員は、第 27 条、第 28 条第２

項、第 30 条第１項第２号及び第 49 条の適用については、総会

に出席したものとみなす。 

４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その

議事の議決に加わることができない。 

 

（議事録） 

 

（変更） 

 

 

（変更） 

 

（変更） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

（追加） 

 

 

 

 

（変更） 

 

（変更） 
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新 旧 備考欄 
 

（議事録） 

第 30条 社員総会の議事については、次の事項を記載した議事録を

作成しなければならない。 

（略） 

(2) 正会員総数及び出席者数（オンライン会議出席者、書面又

は電子メール表決者又は表決委任者がある場合にあっては、

その数を付記すること。） 

３ 前２項の規定に関わらず、正会員全員が書面により同意の意思

表示をしたことにより、社員総会の決議があったとみなされた場

合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

(1) 社員総会の決議があったものとみなされた事項の内容 

(2) 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 

(3) 社員総会の決議があったものとみなされた日 

(4) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

第６章 理事会 

（権能） 

第 32条  理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決

する。 

(1)  社員総会に付議すべき事項 

(2) 社員総会の議決した事項の執行に関する事項 

(3) その他社員総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（開催） 

 

（表決権等） 

第 37条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 

第 30条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成

しなければならない。 

（略） 

(2) 正会員総数及び出席者数（書面又は電子メール表決者又は

表決委任者がある場合にあっては、その数を付記するこ

と。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 理事会 

（権能） 

第 32条  理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決

する。 

(1)  総会に付議すべき事項 

(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項 

(3) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（開催） 

 

（表決権等） 

第 37条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 

 

（変更） 

 

 

（追加） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

（変更） 

（変更） 

 

 

 

 

19 / 28



特定非営利活動法人鳳雛塾 定款案 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、オンラ

イン会議システム（web 会議システム）を通じて出席できるほ

か、あらかじめ通知された事項について書面をもって表決する

ことができる。 

（略） 

第 38 条  理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成

しなければならない。 

（略） 

(2)  理事総数、出席者数及び出席者氏名（オンライン会議出席

者、書面表決者にあっては、その旨を付記すること。） 

（略） 

 

第７章  資産及び会計 

（資産の区分） 

第 40 条 この法人の資産は、これを分けて特定非営利活動に係る事業

に関する資産及びその他の事業に関する資産の２種とする。 

 

 

（資産の管理） 

第 41 条  この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、社員総会

の議決を経て、理事長が別に定める。 

（会計の区分） 

第 43 条 この法人の会計は、これを分けて特定非営利活動に係る事業

に関する会計及びその他の事業に関する会計の２種とする。 

 

 

（事業計画及び予算） 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらか

じめ通知された事項について書面をもって表決することができ

る。 

 

（略） 

第 38 条  理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成

しなければならない。 

（略） 

(2)  理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあって

は、その旨を付記すること。） 

（略） 

 

第７章  資産及び会計 

 

 

 

 

 

（資産の管理） 

第 40 条  この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議

決を経て、理事長が別に定める。 

 

 

 

 

 

（事業計画及び予算） 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

（新設） 
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新 旧 備考欄 
 

第 44条  この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、理事長が

作成し、社員総会の議決を経なければならない。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（予算の追加及び更正） 

第 46条  予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、社員総会

の議決を経て、既定予算の追加又は更正をすることができる。 

（事業報告及び決算） 

第 47条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産

目録等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事

長が作成し、監事の監査を受け、社員総会の議決を経なければな

らない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとす

る。 

 

（事業年度） 

第 48 条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１

日に終わる。 

（臨機の措置） 

第 49 条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新た

な義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとするときは、社

員総会の議決を経なければならない。 

第 42条この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、理事長が作

成し、総会の議決を経なければならない。 

 

（予備費の設定及び使用） 

第 44 条  予算超過又は予算外の費用に充てるため、予算中に予備費を

設けることができる。 

２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならな

い。 

 

（予算の追加及び更正） 

第 45条  予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議

決を経て、既定予算の追加又は更正をすることができる。 

（事業報告及び決算） 

第 46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産

目録等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事

長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならな

い。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとす

る。 

 

（事業年度） 

第 47 条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１

日に終わる。 

（臨機の措置） 

第 48 条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新た

な義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとするときは、総

会の議決を経なければならない。 

 

（変更） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

（変更） 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

（変更） 

（変更） 
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特定非営利活動法人鳳雛塾 定款案 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

 

第８章  定款の変更、解散及び合併 

（定款の変更） 

第 50条 この法人が定款を変更しようとするときは、社員総会に出

席した正会員の４分の３以上の多数による議決を経、かつ、法第

25条第３項に規定する以下の事項を変更する場合、所轄庁の認証

を得なければならない。 

 

（解散） 

第 51条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 社員総会の決議 

（略） 

 

（残余財産の帰属） 

第 52条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散

を除く。）したときに残存する財産は、法第 11 条第３項に掲げる

者のうち、社員総会において議決されたものに譲渡するものとす

る。 

（合併） 

第 53条 この法人が合併しようとするときは、社員総会において正

会員総数の４分の３以上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得な

ければならない。 

 

第９章  公告の方法 

 

（公告の方法） 

第 54 条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、

 

第８章  定款の変更、解散及び合併 

（定款の変更） 

第 49 条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した

正会員の４分の３以上の多数による議決を経、かつ、法第 25 条

第３項に規定する以下の事項を変更する場合、所轄庁の認証を

得なければならない。 

 

（解散） 

第 50条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議 

（略） 

 

（残余財産の帰属） 

第 51条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散

を除く。）したときに残存する財産は、法第 11 条第３項に掲げる

者のうち、総会において議決されたものに譲渡するものとする。 

 

（合併） 

第 52条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員

総数の４分の３以上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なけれ

ばならない。 

 

第９章  公告の方法 

 

（公告の方法） 

第 53 条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

（変更） 

（変更） 

 

 

 

（変更） 

 

（変更） 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

（変更） 
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特定非営利活動法人鳳雛塾 定款案 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

官報に掲載して行う。ただし、貸借対照表の公告は、法人ホー

ムページを利用して行う。 

 

第 10 章  雑則 

（細則） 

第 55 条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経

て、理事長がこれを定める。 

 

附則 

（略） 

附則 

（令和４年 6 月 2 日総会議決） 

この定款は、所轄庁の定款変更認証日から施行する。 

官報に掲載して行う。ただし、貸借対照表の公告は、法人ホー

ムページを利用して行う。 

 

第 10 章  雑則 

（細則） 

第 54 条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経

て、理事長がこれを定める。 

 

附則 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

（追加） 
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第６号議案 新規拠点（物件賃貸）の件 

  

1. 新規拠点設置の理由 

 佐賀市の中心街に学びを軸とした場づくりを新設し、特定非営利活動の事業展開の幅を広げ、定款の

目的の実現を行うために拠点（物件賃貸）の新設を行います。 

 なお、本物件は佐賀市の掲げる SAGAスマート街なかプロジェクトの中で教育ゾーンでもあり、当法人の

新たな拠点として学びを軸とした地域の人々（大学生なども含む）、行政、企業の方々の交流の場として

寄与することに努めます。 

 

2. 物件概要 

住  所：佐賀県佐賀市白山２丁目 52-54-56番地 

建物構造：鉄筋コンクリート造陸屋根 3階建のうち１階と 2階（佐賀銀行旧白山支店） 

     （新築年月 昭和 42年 2月 24日、車庫増築 昭和 44年 8月 7日） 

付属建物：鉄筋造鉄板葺平屋建車庫 

１階：239.87㎡（72.56坪） 

２階：263.91㎡（79.83坪） 

※所有は土地、建物ともに株式会社佐賀銀行 

 

背景として、物件については築年数が経過しているが、耐震構造の補強は済み。佐賀銀行が物件の

解体も視野に入れていたタイミングでありました。佐賀市の SAGAスマート街なかプロジェクト（教育ゾー

ン）、および当法人の目的実現のための場づくりにふさわしく、より佐賀市の発展に寄与できると考えられ

ます。このことから、１階と２階を当法人の拠点として活用する流れとなりました。外観などの工事は佐賀

銀行、１階、２階の内装（リノベーション）については当法人の費用負担となります。 

 

3. スケジュール 

入居開始時期は早くて 2022年 12月を予定しています。そのため、物件を活用した特定非営利活

動、およびその他事業による具体的な収益事業は 2023年度以降となります。 

 

4. その他 

当法人が利活用する１階、２階のレイアウト案および物件に関わる 2022年度の資金繰りは次のとおり

です。 
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〇初期費用 

・敷金 

・礼金（オフィス関係はない場合が多いです） 

・仲介手数料（不動産屋への支払） 

・火災保険料 

・前払賃料 

・保証委託料（保証会社を利用する場合） 

・入居工事（内装や通信関係等を賃貸時から変更する場合） 

・オフィス備品費用（机等新しく購入する場合） 

・引越し費用（既存のものを移設する場合） 

  

〇毎月かかる費用 

・家賃賃料 

・駐車場賃料（駐車場も契約する場合） 

・共益費、管理費（ビル共有部分等に関するもの） 

・光熱費（電気・ガス・水道） 

・通信費（電話・ネット回線等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰表（2022年度）

【千円】

2022年度

前年度繰越金 98,436

収入 新規事業 ビジネススクール、賃貸業、広告業など 0

収入合計 0

新規事業費 ビジネススクールなどの運営費 0

賃貸契約に伴う費用（初期費用）：敷金、引っ越し費用、備品など 6,100

賃貸リフォームに伴う費用（初期費用）：リノベーション、設備など 40,000

賃料など（ランニング費用）：賃料、組合費、水光熱など 5,150

撤退費用 0

支出合計 51,250

差引過不足 47,186

翌年繰越金 47,186

※賃料は30万円/月で算出
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第７号議案 理事１名増員の件 

 

 定款第 16条により、2022年度理事会で１名の理事を選出しましたので今総会において確認します。

また、増員によって就任した理事の任期は、現任者の残存期間（2023年 6月 24日まで）となります。 

 

1. 理事増員の理由 

 当法人の今後の事業展開を円滑、かつ幅広に行っていくため。 

 

2. 新規選出する理事 

氏  名：横尾 敏史（株式会社佐賀銀行営業統括本部本部長代理、NPO法人鳳雛塾ファウンダー） 
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第８号議案 2022（R4）年度収支予算の件 

 

 
 

特定非営利活動法人 鳳雛塾 （単位：円）

科　　　　　目 R4年度予算額 R3年度決算額 差異

事業活動収入の部

  入会金収入 0 0 0

  正会員会費収入 40,000 37,000 3,000

  賛助会員会費収入 200,000 200,000 0

　鳳雛塾事業収入 1,358,040 △ 1,358,040

  教育事業受託収入 19,650,560 18,093,453 1,557,107

  地方公共団体補助金 0 0 0

　民間補助金収入 0 500,000 △ 500,000

　寄付金収入 54,500,000 62,355,570 △ 7,855,570

　受取利息収入 0 580 △ 580

  雑収入 657,998 1,068,185

  事業活動収入合計 75,048,558 83,612,828 △ 8,564,270

事業活動支出の部

給   料   手   当 19,950,000 20,615,449 △ 665,449

臨  時  雇  賃  金 1,236,000 676,486 559,514

法  定  福  利  費 3,819,048 3,292,485 526,563

福  利  厚  生  費 36,000 34,794 1,206

ふるさと 寄付金 返礼品 費 14,715,000 23,001,532 △ 8,286,532

業  務  委  託  費 9,576,000 5,406,715 4,169,285

諸      謝      金 3,808,500 3,502,000 306,500

印  刷  製  本  費 467,200 25,527 441,673

旅  費  交  通  費 711,960 435,462

通  信  運  搬  費 2,929,260 1,134,615 1,794,645

消   耗   品   費 2,350,000 1,261,418 1,088,582

修      繕      費 0 0 0

水  道  光  熱  費 52,800 48,400 4,400

賃      借      料 352,281 458,070 △ 105,789

減  価  償  却  費 240,000 243,335

保      険      料 35,000 38,043 △ 3,043

租   税   公   課 0 1,072,950 △ 1,072,950

研      修      費 0 91,800 △ 91,800

支  払  手  数  料 91,200 208,289 △ 117,089

支  払  寄  付  金 0 747,123 △ 747,123

広      報      費 805,300 1,627,415 △ 822,115

雑              費 909,150 478,740 430,410

  事業活動支出計 62,084,699 64,400,648 △ 2,315,949

  事業活動支出合計 62,084,699 64,400,648 △ 2,315,949

  当期収支差額 12,963,859 19,212,180 △ 6,248,321

  前期繰越収支差額 98,436,077 79,223,897 19,212,180

  一般正味財産 111,399,936 98,436,077 12,963,859

 収　支　計　算　書 (予算)

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

27 / 28



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

28 / 28


